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待機児童問題の解消に向
けての保育所の一考察
─保育士の労働環境に着目して─

仁　科　愛　里＊

　人口減少・高齢化という人口構造が急激に

変化している日本社会の担い手として女性の

活躍に期待が高まっている。しかし日本にお

ける年齢階級別女性労働力率は先進国の中で

も唯一Ｍ字型カーブを描いており、女性の社

会進出が遅れていると言わざるを得ない。そ

の要因の一つに、子育ての役割は個人や家族

に帰せられるのではなく、社会全体が担うと

いう意識の欠如と体制の遅れが指摘されてい

る。事実、日本においても女性の就労意欲が

高いという調査結果があるにも関わらず、就

労を拒む大きな要因に保育の整備の遅れがあ

ることは衆目の認めるところである。2013

（平成25）年 4月 1日時点の保育所入所待機

児童数は22,741人でこの数値は年々減少傾向

にあるといわれるものの、厚生労働省による

と潜在的待機児童数は約85万人と推計されて

おり、待機児童の解消にはほど遠いのが現状

である。政府及び自治体も保育所の増設に努

めているが、増設できない要因のひとつに保

育士不足の問題がある。

　保育の量的拡大に伴って必要とされる保育

士数は、2017（平成29）年度末で約6. 9万人

不足と推計されており保育士の増員が不可欠

となる。しかし厚生労働省によると2011（平

成23）年に保育士養成施設を卒業した者のう

ち保育所に就職した割合は51. 2％と約半分し

かおらず、また保育士になったものの早期退

職するケースも少なくない。保育所に就職し

ないあるいは保育士として就業が継続しない

理由のひとつに保育士の給与の低さや、勤務

時間等保育士の労働環境の問題があげられる。
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そこで本論文では待機児童解消は日本社会の

喫緊の課題であるという視点に立って、この

待機児童問題を保育の質、とりわけ保育士の

労働環境に焦点を当て、検討することを目的

としている。

　Ⅰ章では、待機児童解消に向けた保育所問

題を考察するにあたり、待機児童が生まれる

前史を紐解いた。安倍内閣は待機児童解消を

国の重要課題として待機児童解消加速化プラ

ンを掲げ、待機児童の解消を目指しているが、

待機児童という言葉が使われるようになった

のは近年のことである。しかし言葉はなかっ

たが、以前から保育所に入所できない児童が

いなかったわけではない。戦後まもなくは戦

災孤児や生活困窮家庭の子どもなど、保育所

に入所できる子どもはきわめて限定的であり、

母親の就労以外に特別な理由が付加されてい

る子どもだけが保育所に入所できたのである。

またこの当時子育ての担い手は、家族、とり

わけ女性とみなされており、政府が家庭教育

の重要性を主張する姿勢を崩さず、保育所の

増設が抑制されていたことで、保育需要が保

育の供給量を上回り、待機児童の増加を導く

一因となったことを明らかにした。

　Ⅱ章では待機児童の誕生から現在までの少

子化・次世代育成支援対策の変遷を追うとと

もに、女性の就労の実態や子育ての変貌を述

べ、少子化にも関わらず待機児童が減少しな

い、という一見矛盾した社会現象の背景には

子育ての変貌と女性のライフコースの変化が

大きく影響していることを明らかにした。そ

して深刻な少子化問題、解消しない待機児童

問題を抱える状況から、2000年以降の少子化

対策では子育てを社会で担う体制へ切り替え

ようとする姿勢が強調されるようになって

いった一連の流れを論じた。

　Ⅲ章では、待機児童の概念を明確にしたう

えで、現在の待機児童の実態と保育所の設置

状況等について述べた。待機児童の概念はこ

れまで何度も変更されており、待機児童ゼロ

を掲げる自治体も待機児童のカウント方法が

異なるため、具体的な事例を取り上げること

で、実質待機児童ゼロとは言い切れない実態

が浮かび上がった。また待機児童が解消され

ない理由として、保育所不足、自治体レベル

で待機児童をゼロにしても、潜在的待機児童

をもつ保護者が新たに入所申請をするため、

結局はいたちごっこになってしまうこと、そ

して保育士不足の 3点を指摘した。このよう

な理由から、現行の待機児童数に基づく待機

児童の解消案では待機児童の解消は望めない

ことがわかった。

　Ⅳ章では、保育の質とはなにかについて言

及した。なぜならば前章で待機児童が解消し

ない理由の 1点目にあげた保育所不足の背景

には、2000（平成12）年から民間企業も保育

事業へ参入し保育所の設置が可能になったが、

企業が運営する保育所は質が悪いという懸念

から企業が保育所を設置することを拒む自治

体が存在することや、保育士の労働環境は保

育の質を規定する要因となっており、保育士

不足の問題を考えるためには「保育の質」に

ついて言及する必要があるからである。これ

までの保育の質の研究を概観することで、保
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育士の労働環境における保育の質を規定する

要素として、賃金、労働時間、保育士の運営

参加、昇格のしくみの重要性を明らかにした。

　Ⅴ章では、前章で導きだした労働環境の質

を構成する要素を中心に、保育士の労働環境

の実態を報告した。本研究の調査項目として

保育の質の研究では保育の質の要素としては

提起されていなかった保育士の正規・非正規

の割合、男性保育士の存在も保育の質に大き

く影響すると考え取り入れた。また東京都保

育士実態調査報告書（2014）の結果、現職員

の職場への希望改善点として賃金がトップに

挙がっているにもかかわらず、元保育士の最

も多い退職理由が妊娠・出産であることを指

摘した。

　Ⅵ章では、保育の質の研究から導いた、保

育士の労働環境の質を規定する要因である、

賃金、労働時間、保育士の運営参加、昇格の

しくみと、実態調査の結果から労働環境の質

として影響すると考えられる、保育士の正

規・非正規の割合、男性保育士、育児休暇制

度の以上 7項目を、インタビューの項目に設

定して調査を行った。

　総括として、インタビュー調査の結果から、

第 1に保育士の処遇改善に加えて、保育所運

営における制度設計に欠陥があること、第 2

に保育士の配置基準を上げる必要があること、

第 3に保育士の運営参加については、トップ

ダウンの意思形成から、民主的な意思形成へ

と変えることが保育士の専門性を向上する一

因につながる場合も考えられること、第 4に

実力に伴った人事考課制度を導入することに

よって、保育士の長期的な就労を促す可能性

を秘めていること、第 5に職員全体に占める

正規職員の割合に一定の水準を設ける必要性

があること、第 6に男性の保育士を雇用する

場合は 1園に 2名以上配置することが好まし

い傾向があることがわかった。そしてなによ

りも保育現場では伝統的な家族観にたって、

子育てはもっぱら母親・家族と認識している

保育士が少なくないということが明らかと

なった。保育所は主として子育てを担う家族

を支援する役割、そして日本社会における

ワークライフバランスを支える役割を果たし

ている。しかし、保育現場ではワークライフ

バランスについての認識が定着しているとは

言い難く、保育士が結婚・出産で退職する傾

向にある背景には、保育士自身が伝統的な家

族観を強くもっていることが考えられる。か

つて日本全体も子育ては個人の役割として家

族の中に閉じ込められてきたが、現在は社会

全体で子育てを担う構造へ変化しようとして

いる。保育所はそのダイバーシティの推進を

支える土台であり、保育士そして保育業界全

体が働く保護者に寄り添い、仕事と子育てを

両立する社会を支援しなければならない。に

もかかわらず、保育現場では伝統的な家族観

にたって保育を行っている現状を考慮すると、

保育業界全体の意識改革こそが保育士の労働

環境を改善する、そして待機児童解消に向け

ての喫緊の課題といえるだろう。


